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本書の特色

●『解説編』
多数の法令・通達によって規定されている制度、証明事務を簡潔
に整理！ 制度の理解を助けます！

●『事例編』
実務に即したQ&Aを多数収録！
特例を受けるための要件等、実務で生じる疑問に答えます！

●『法令・通達編』
平成30年6月1日までに公布された法令や通達・様式を掲載。
証明事務等、実務の法的根拠を確認できます！

▶申立書により申請を行った場合に、入居（予定）年月日は、取得後どの位の期間まで認められるのか。
（Q11 入居（予定）年月日の期間）
▶租税特別措置法第72条の2の規定は、新築又は取得後1年を経過した場合、全く適用が受けられない
のか。　（Q31 新築又は取得後1年を経過した後の保存登記）
▶耐震基準に適合していることを証する書類（耐震基準適合証明書、住宅性能評価書の写し、既存住宅
売買瑕疵担保責任保険契約が締結されていることを証する書類）は、いつまでに取得する必要がある
のか。　（Q62 耐震基準に適合していることを証する書類の取得者）

例えばこのよう例えばこのような疑問にお答えします！えします！
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制度の理解と実務のための1冊！

住宅用家屋証明の手引き
登録免許税の軽減のための

八次改訂

平成30年度税制改正に対応！

証明事務の実務対応をサポートします！
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